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の動学的拡張」 (廃棄物学会論文誌 Vol.15, No.5. pp.372-380, 2004)，第 5 章は
「動学的廃棄物産業連関分析に依る最終処分場再生活動の環境評価」(日本LCA学会誌 

























































1. A 廃棄物産業連関表 
2. B最終処分場の現状  







































を行ったKalpakam and Sapna (1995),  Lam (1999), Love, Zhang, Zitron, and Guo 
(2000)があるが，これらでも更新によって発生する廃棄物処理費用は考慮していない。
Palm and Verspagen (1989)はストック調整費用に関して、非対称性を課した一般化非






































る(Heijungs and Suh (2002)) 。この点に対応すべく，主要部分についてのプロセス
データと(詳細な情報の得にくい)背景データについて産業連関分析を併用した LCA が























る。第 2 節は、このレオンチェフ動学モデルに準拠した形で、静学モデルである WIO










































































く，4 章と 5 章では 30 年間にわたるシミュレーション結果を表示したグラフが新た
に多数加えられている。 
 
横山氏が第5章における最終処分場掘り起こし結果の考察で述べているように、技術
評価においては環境影響と並んで経済性の評価も必要である。理論的観点からするな
らば、提案した動学モデルの双対としての費用・価格モデルが必要ということになる
が、この点についての言及はない。又，横山氏はリサイクル評価における質量・嵩な
どの物理情報の必要性を強調しているが、その一方で，廃棄物フロー以外の部分に関
しては通常の金額表示産業連関表を用いている。本来ならば、廃棄物フロー以外につ
いても、金額ではなく物理的情報を用いるのが望ましいのであろう。しかし、横山氏
が第3章の既存文献展望で指摘したごとく、物的産業連関分析は未だに発展途上の分
野である。従って、これらの指摘は本論文の価値をいささかも減じるものではなく、
むしろ，それが押し開いた将来の有望な研究課題とみなされるべきであろう。 
 
本論文は，廃棄物処理の現実的知見を考慮しつつ産業連関分析を理論的に拡張し，そ
れを極めて現実的な課題であるリサイクルの持続可能性と最終処分場再生に応用し
たものであり，理論と実証の両面から極めて高く評価されるべき独創的なものであ
る。博士学位論文として十分適格と判断する。 
